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	3月11日
東北地方太平洋沖地震が発生
東京電力株式会社福島第一原子力発電所における災害により、周辺環境から通常より高い程度の放射能が検出
＜ニュース＞
3月19日
福島県産原乳及び茨城県産ホウレンソウより、食品衛生法上の暫定規制値を超過した放射性物質が検出
＜ニュース＞
4月4日
茨城県沖のコウナゴから放射性ヨウ素を検出
＜ニュース＞
4月13日
千葉県旭市産のサンチュが出荷自粛中に出荷され販売されていたことが判明
＜ニュース＞
5月11日
神奈川県で検査した生茶葉から暫定規制値を超える放射性セシウムを検出(一番茶の回収や出荷自粛)

＜ニュース＞
5月13日
神奈川県で検査した荒茶から暫定規制値を超える放射性セシウムを検出

	3月17日
厚生労働省が、当分の間、原子力安全委員会により示された「飲食物摂取制限に関する指標」を暫定規制値とし、これを上回る食品については食品衛生法第６条第２号に当たるものとして食用に供されることないよう対応することを決定
3月20日
厚生労働省は、食品安全委員会に対し、食品中の放射性物質に関する食品健康影響評価を依頼。 

3月23日
厚生労働省は、福島県、茨城県、栃木県、群馬県に隣接する宮城県、山形県、埼玉県、千葉県、新潟県、長野県に対し、管内で生産された農畜産物等について、放射性物質検査の実施について依頼
3月29日
食品安全委員会は、厚生労働省に対し、「放射性物質に関する緊急とりまとめ」を提示。
4月1日
原子力災害対策本部は、当分の間、食品中の放射性物質の規制の内容を現行のとおりとする旨の見解を示す。
4月4日
原子力災害対策本部の対応方針として、「検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除の考え方」を公表
4月５日
厚生労働省は、魚介類中の放射性ヨウ素について、野菜類中の放射性ヨウ素と同一の暫定規制値である2000ベクレル/kgと設定
4月8日　出荷制限を解除
・福島県の一部地域：原乳
・群馬県：農産物すべて
5月9日
厚生労働省は、計画的避難区域等において飼育された家畜の放射性物質のモニタリング検査については、調整結果に基づき実施されるよう福島県他１１都県市に依頼
5月11日
厚生労働省は、お茶（生茶葉）の生産状況を踏まえ、モニタリング検査を強化するよう神奈川県ほか１３都県へ依頼
5月16日
厚生労働省は、食品中の放射性物質検査の強化について、１４都県へ依頼（茶・淡水魚等）
6月2日
厚生労働省は、茶の放射性物質検査の強化について、１2都県へ依頼
6月27日
原子力災害対策本部は、4月4日付け「検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除の考え方」を一部改正
	3月21日(健康医療部　食の安全推進課)
府ホームページに食品の出荷制限地域・品目や自治体が実施した検査結果等をとりまとめて、情報提供
「食品の安全性確保について（福島原発事故関連）」
国が指示した出荷制限の情報について、食の安全安心メールマガジンで随時配信を開始
3月23日(健康医療部　食の安全推進課)
食品関係団体あてに出荷制限対象農産物の販売自粛の徹底を要請（5府市連名通知）
府全域での緊急監視の実施を依頼（食品の出荷制限に伴う緊急監視の実施について）
緊急監視の開始（3月24日～）
3月31日(健康医療部　食の安全推進課)
放射性物質検査機器整備予算成立　3,500万円
4月6日（環境農林水産部　流通対策室）
EU向けに輸出される食品に関する証明書の申請受付開始
4月6日(健康医療部　食の安全推進課)
緊急監視の対象食品に出荷自粛品を追加、対象施設に魚介類販売店を追加
※出荷制限：原子力災害対策本部による指示
※出荷自粛：自治体による要請
4月14日(健康医療部　食の安全推進課)
食品関係団体あてに出荷制限及び出荷自粛品の販売自粛の徹底を要請（5府市連名通知）
4月15日（環境農林水産部　流通対策室）
海外へ輸出される食品に関する証明書の申請受付開始
緊急立ち入り調査の結果
調査期間：３月２４日から５月３１日
のべ調査施設数：３２，８７７施設
出荷制限対象食品取扱施設：８施設
（内訳　３月２４日　６施設、３月２５日　２施設）
　※その後の流通調査により、すべて出荷制限指示前に出荷されたものと確認された。
措置の内容：店頭撤去、販売自粛を指導
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	＜ニュース＞
7月8日
東京都で検査した牛肉から暫定規制値を超える放射性セシウムを検出
＜ニュース＞
7月30日現在
放射性物質が含まれた稲わらを給与された可能性のある牛の肉の流通状況について
・福島県内農家出荷分　　　　　８５４頭
・福島県以外農家出荷分　　２，２３８頭
＜ニュース＞
8月1日
千葉県、栃木県でコメの収穫を前に検査実施を決定

	7月8日
厚生労働省は、牛肉の放射性物質検査の強化について、関係自治体へ依頼(７県)

7月25日
農林水産省は、高濃度の放射性セシウムが含まれる可能性のある堆肥等の施用 ・生産・流通の自粛について、関係自治体へ通知
8月1日
農林水産省は、放射性セシウムを含む肥料・土壌改良資材・培土及び飼料の暫定許容値について設定
8月2日
農林水産省は、米の放射性物質調査に関する基本的な考え方を公表
8月4日
原子力災害対策本部は、６月２７日付け「検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除の考え方」を一部改正
	7月9日(健康医療部　食の安全推進課)
東京都で、食品衛生法の暫定規制値を超える放射性セシウムが検出された牛肉が、大阪府内に流通していたことが判明。
検査の結果、食品衛生法の暫定規制値(500ベクレル/kg)を越える放射性セシウムが検出された。（4,350、3,710ベクレル/kg）
7月15日(健康医療部　食の安全推進課)
高濃度の放射性セシウムが含まれた稲わらを給与された牛の流通調査開始
当該牛肉の流通が確認された場合の流通調査等の措置について、保健所等へ通知。
7月16日(健康医療部　食の安全推進課)
当該牛肉の流通調査の結果について、公表
7月20日(健康医療部　食の安全推進課)
府内に流通していることが判明した、放射性セシウムに汚染されている又は疑いのある牛肉について、販売店名を公表し、消費者からの当該食肉の回収に努めるとともに、Ｑ＆Ａを作成し不安解消に努めた。
7月21日（環境農林水産部　動物愛護畜産課）
東北・関東地域からの稲わら等の流通・使用等に関する調査結果を公表。府内の農家に当該稲わら等の供給なし。
7月27日（環境農林水産部　農政室推進課）
高濃度の放射性セシウムが含まれる可能性のある堆肥等の施用・生産・流通の自粛について通知
8月5日（環境農林水産部　農政室推進課）
放射性セシウムを含む肥料・土壌改良資材・培土及び飼料の暫定許容値について、市町村、農業者団体、府内肥料製造・販売事業者に対し、通知
8月19日現在（環境農林水産部　流通対策室）
ＥＵ・ＥＦＴＡ、シンガポール、韓国、マレーシア、タイ向けの輸出食品等について産地証明又は放射性物質に関する検査証明を発給
（証明書発行枚数⇒1,223枚）
8月19日(健康医療部　食の安全推進課)
府立公衆衛生研究所に検査機器の設置が完了し、検査開始。



参考（第１０回食の安全安心推進協議会資料）








